
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 ゴールデンドライブ

1 事業の成果

今年度は、昨年度同様コロナ禍により理事、役員及び社員の健康を第一優先とした

上で、コロナが落ち着き日常生活の戻り且つ社会経済が安定するまで一時的に活動を休止

することとなった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  0 】千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和4年度 活動計算書 (その他事業が生墜場合)

事 業 報 告 用
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

非営利活動法人  ゴールデン ドライブ

単位 :円
令  輌 小 計・ 合 計
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3

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア
借地権

敷金
長期貸付金
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28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ゴールデンドライブ

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人
会計基準協会)に よっています。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
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関する物品
の製造、販

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
租税公課
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 | 金 額 算定方法



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

事業費と管理費の按分方法
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書式第 17号 (法第 28条関係)

令和4年度 財産目録

事 業 報 告 用

人 ゴー ド ブ

単位 :円
目 ζ證 ■ ′1ヽ 計 含 計

責  産  の】

現金預金
手元現金

0

パ ソコン

ソフトウェア

借地権

車両運搬具
事業用車両

01

【A】 資 産 合 計 ①+②

-1】 負 債|( 部

未払金

長期借入金 70,

70

【I

70,000【B-1】 負 債 合 計 ③+④

-70,000【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 J[驚糖虐ぢFttJ鞣輩「:棚蹴琳誦繕諾i躍喬
所並

豊菫劃当國菫塑塾L」二圧菫∠土iコ生仁2

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名

どちらかに

○

(フ リガナ)
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記

入 )氏    名

1 連3)・ 監事
オマタ ヨシアキ 3年 4月  1日

4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小俣 剛成

2 連藍)監事
アカサカ ヨウイチ 3年 4月  1日

4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日赤坂 陽一

3 〔3)・ 監事
′ヽタエ タカシ 3年 4月  1日

4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日皮多江 隆

4 逓3)。 監事
タマイ エイスケ 3年 4月  1日

4年 3月 31日

年   月 日

日年 月玉井 英輔

5 〔)。 監事
オオクボ シュンヤ 3年 4月  1日

4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大久保 俊哉

′
０ 理事・∈)

アラキ カナ 3年 4月  1日

4年 3月 31日

年  月 日

日年 月荒木 香奈

理事 。監事
年 月  日

月年 日

年  月  日

年  月  日

０
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月年 日

年  月  日

年 月 日
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υ 理事 0監事
年 月  日

月年 日

年  月  日

年 月 日

10 理事 。監事
年 月

月

日

年 日

年  月  日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_.三L二堕菫:ヒ.三二∠ユ _______

氏   名

小俣 剛成

2 荒木 香奈

3 赤坂 陽―

4 波多江 隆

5 三井 英輔

6 大久保 俊哉

7 橋本 一憲

8 山崎 幸治

9 度部 大希

10 藤 祥智

11 千葉 圭佑

12 倉田 ―臣


